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  法令（農業委員会等に関する法律等）により，その権限に属させた事項 

に係るコンピュータ処理について（答申） 

 

２０１７年（平成２９年）２月２３日付けで諮問（第８４２号）された法令

（農業委員会等に関する法律等）により，その権限に属させた事項に係るコンピ

ュータ処理について次のとおり答申します。 

 

 

１ 審議会の結論 

藤沢市個人情報の保護に関する条例（平成１５年藤沢市条例第７号。以下

「条例」という。) 第１８条の規定により，コンピュータ処理を行うことは適

当であると認められる。 

ただし，農地台帳の作成にあたっては，不必要な個人情報が登録されること

のないよう，農業従事者世帯の個人情報に対する自己決定権を尊重する取扱い

をすることを条件とする。 

 

２ 実施機関の説明要旨 

  実施機関の説明を総合すると，本事務の実施に当たりコンピュータ処理を行

う必要性は，次のとおりである。 

  (1) 諮問に至った経過 

現在，農業委員会では，農地情報についてコンピュータ処理による農地台

帳で管理し（藤沢市個人情報保護制度運営審議会答申第４３２号），２０１

５年（平成２７年）４月１日より農地台帳に記載された事項の一部をインタ

ーネットにより公表している（藤沢市個人情報制度運営審議会答申第７１９

号）。 
   農林水産省は，農地情報公開システム整備事業により，全国の農業委員会

が整備している農地情報を一元的に集約し，農地台帳及び農地に関する地図

が連携した農地情報を電子化・地図化してインターネットにより公開する全

国一元的なクラウドシステムを整備するため，本事業のシステム開発を２段

階に分けて行った。第１段階として農業委員会がインターネットの利用によ

り農地情報を公表できるシステムであるフェーズ１システム（全国農地ナ



ビ）を先行して構築し，２０１５年（平成２７年）４月１日より稼働してい

る。また，平成２８年度から，第２段階として始めたフェーズ２システムで

は，農業委員会が管理する農地台帳情報が，農地情報公開システム内の「各

農業委員会等利用システム」からフェーズ１システムで構築した「公開前確

認システム」に自動反映することができたことにより，農地台帳等システム

の一元化と「全国農地ナビ」の逐次更新を実現するシステムが完了した。 
そこで，農業委員会が管理する農地台帳情報を「各農業委員会等利用シス

テム」で管理することになることについて，条例第１８条の規定に基づき，

藤沢市個人情報保護制度運営審議会に諮問するものである。 

 (2) コンピュータ処理の必要性について 

   現在，農業委員会では，農地法第５２条の３の規定に基づき，農地台帳に

記録された事項及び農地に関する地図をインターネットで公表することが義

務づけられたことにより，２０１５年（平成２７年）４月１日より公表用農

地情報のみインターネット上で公開しているが，逐次更新ができず，利用者

が当該情報を閲覧した際，農地の現況と公表されている情報が異なるケース

が生じている。 
農地情報公開システムでは，農業委員会が全ての農地情報をクラウド上の

データベースで管理することによって，利用者は逐次更新された農地情報を

時間帯，場所を選ばず検索・閲覧できるようになる。また，全国農業委員会

ネットワーク機構（一般社団法人全国農業会議所，都道府県農業会議）及び

農地中間管理機構などの行政関係機関からの照会文書に対する回答事務も農

地情報をオンラインで自動化することにより，関係職員の事務の効率化にな

るなど農地台帳の法令業務の条件を満たすことが可能になることから，農地

台帳公開システムを利用する必要がある。 
農地情報公開システムは，システム内にＬＧＷＡＮアクセス領域，閉鎖網

アクセス領域，インターネット領域により構成されているが，農業委員会が

管理する農地台帳情報は，地方公共団体専用の閉ざされた総合行政ネットワ

ークであるＬＧＷＡＮを経由してＬＧＷＡＮアクセス領域にある「各農業委

員会等利用システム」に送られることからコンピュータ処理が必要となる。 
 農地情報公開システムを本格稼働するためには，事前に１回のみ農業委員

会から農地台帳の項目を「各農業委員会等利用システム」にデータ変換及び

移行する必要があることから，全国農業会議所が委託した農地情報公開シス

テム本格稼働加速化推進共同事業体より再委託された事業者によって，デー

タ変換・移行作業を行う。なお，データ交換及び移行にあたり，農業委員会

は，「各農業委員会等利用システム利用規約」に基づき同システムの利用申

請を再委託された事業者に提出する必要がある。 
   「各農業委員会等利用システム」に送付した情報については，情報セキュ

リティ対策を施したシステムによって農業委員会等に関する法律第５１条第

１項に基づき全国農業員会ネットワーク機構（一般社団法人全国農業会議所，

都道府県農業会議）に，農地法施行規則第１０３条第１項に基づき農地中間



管理機構に，提供することになる。 
  (3) コンピュータ処理する個人情報 

ア 世帯員及び就業 
   氏名・続柄，世帯主，性別，生年月日，世帯責任者及び農業経営主 
イ 営農の状況 
  主な販売収入 
ウ 経営農地等の筆別表 
  所有者，共有者，耕作者，借入地の状況及び１０㌃あたりの賃借料 

 (4) 安全対策について 

ア 農業委員会事務局の安全対策 

 (ｱ) パソコン起動時にＩＤとパスワードを設定し，操作者を限定し，実施

機関職員以外の不正アクセスを防止する。 
 (ｲ) システム機器は，農業委員会事務局執務室内に設置し，執務内に職員

が不在の時は執務室の扉を施錠する。 
 (ｳ) パソコンは，セキュリティーワイヤーで施錠し，鍵は金庫に保管する。 

イ クラウドサービスの安全対策 
  安全対策については，「政府機関の情報セキュリティ対策のための統一

基準（平成２６年度版）（平成２６年５月１９日付 情報セキュリティ政

策会議決定）」の構成要素を元に情報セキュリティ対策を施している。セ

キュリティ対策とその役割は次のとおりである。 
 (ｱ)  ファイアーウォール 

システムに行われる通信に対して，ＩＰアドレス及びレポート番号に

対して許可されたものだけを通過させる。 
 (ｲ) ＩＰＳ 

ＯＳやミドルウェアに対する不正な通信や攻撃に対してブロックを行

い，正常な通信だけを通過させる。 
 (ｳ) ウィルス対策 

ＯＳやミドルウェアを不正プログラムから保護する。 
 (ｴ) 不正接続排除 

各システムやネットワーク境界において，許可されたＩＰアドレスか

らのみ接続を受け付ける。 
 (ｵ) ＬＧＷＡＮ/閉鎖網 

専用回線を利用することで，第三者傍受を防ぎ，利用者を制限する。 
 (ｶ) ユーザ認証 

接続してきたユーザが，本当に「本人」かどうかを組織ＩＤとユーザ

ごとのログインＩＤ，パスワード及び接続元ＩＰアドレスにより確認す

る。 
 (ｷ) ＳＳＬ 

通信を第三者に傍受されないように，通信経路を暗号化して保護する。 
 (ｸ) セキュリティパッチの適用 



セキュリティパッチを速やかに適用し，セキュリティ上の大きな原因

となる脆弱性を低減する。 
 (ｹ) 脆弱性診断 

現状の情報セキュリティ対策の状況やレベルを可視化するため，年１

回実施する。 
 (ｺ) ダウンロードデータの暗号化 

利用者の端末において，農地情報公開システムからダウンロードして

きたデータの機密性を担保する。 
 (ｻ) ログの収集 

システムの正常動作や正しい操作の確認だけでなく，セキュリティ上

の問題を検知，及びインシデント時の対応を行うため，ログを収集し管

理する。 
    (ｼ) サンドボックス 

仮想ＯＳ上でプログラムを実行し，その動作や振る舞いを見て，未知

の不正プログラムを検知する。 
 (ｽ) サーバデータの暗号化 

農地情報公開システムのサーバ（データベース）においてデータの暗

号化を行いデータの機密性を担保する。 
ウ システム本各稼働をするための安全性 
農業委員会が管理する農地情報等は，全国農業会議所と請負契約を締結

した農地情報公開システム本格稼働加速化推進共同事業体が再委託した事

業者がデータ変換及び移行を行うことになっており，その安全対策につい

ては，「請負契約書」，「農地情報公開システム本格稼働加速化事業に関す

るデータ変換・移行作業調達仕様書」及び共同事業体から再委託された事

業者との間で交わされた「個別契約書」によって行われる。 
エ ネットワークの安全対策 

    農業委員会と全国農業会議所とのデータのやりとりは，総合行政ネット

ワーク（ＬＧＷＡＮ）回線を使用し，セキュリティはファイアウォール等

により十分に確保され，通信するデータはＳＳＬを利用した暗号化により

外部への情報漏洩を防ぐ。 
    以上に加え，個人情報の取扱いについては，「条例」，「藤沢市情報セキ

ュリティポリシー〈基本方針〉」，「藤沢市コンピュータシステム管理運営

規定」を職員及び受託者は遵守し，個人情報の保護及び安全の確保に努め

る。 
 (5) 実施時期 

ア 農業委員会が保有する農地台帳システムのデータの変換及び移行作業 
  ２０１７年（平成２９年）６月１日から 
イ 農地情報公開システムの本格稼働 
  ２０１７年（平成２９年）５月から６月中 

 (6) 添付資料 



ア 資料１ 関係法令 

イ 資料２ 各農業委員会等利用システム利用規約 

ウ 資料３ 農業委員会等からの農地情報公開システムへの農地台帳データ

の変換・移行作業の開始について 

エ 資料４ 農地台帳の管理項目における記録の仕方 

オ 資料５  農地情報公開システムの構成図（概略） 

カ 資料６ 農地情報公開システムについて（自治体情報担当課等向け資

料） 

キ 資料７ 農地情報公開システム整備事業フェーズ２の概要（農業委員会

等向け） 

ク 資料８ 請負契約書，農地情報公開システム本格稼働加速化事業に関す

るデータ変換・移行作業調達仕様書及び個別契約書 

ケ 資料９ 個人情報取扱事務届出書 

 

３ 審議会の判断理由 

  当審議会は，コンピュータ処理を行うことについて，次に述べる理由により，

審議会の結論のとおりの判断をするものである。 

 (1) コンピュータ処理を行う必要性について 

  実施機関では，コンピュータ処理を行う必要性について，次のように述べ

ている。 

   現在，農業委員会では，農地法第５２条の３の規定に基づき，農地台帳に

記録された事項及び農地に関する地図をインターネットで公表することが義

務づけられたことにより，２０１５年（平成２７年）４月１日より公表用農

地情報のみインターネット上で公開しているが，逐次更新ができず，利用者

が当該情報を閲覧した際，農地の現況と公表されている情報が異なるケース

が生じている。 
農地情報公開システムでは，農業委員会が全ての農地情報をクラウド上の

データベースで管理することによって，利用者は逐次更新された農地情報を

時間帯，場所を選ばず検索・閲覧できるようになる。また，全国農業委員会

ネットワーク機構（一般社団法人全国農業会議所，都道府県農業会議）及び

農地中間管理機構などの行政関係機関からの照会文書に対する回答事務も農

地情報をオンラインで自動化することにより，関係職員の事務の効率化にな

るなど農地台帳の法令業務の条件を満たすことが可能になることから，農地

台帳公開システムを利用する必要がある。 
農地情報公開システムは，システム内にＬＧＷＡＮアクセス領域，閉鎖網

アクセス領域，インターネット領域により構成されているが，農業委員会が

管理する農地台帳情報は，地方公共団体専用の閉ざされた総合行政ネットワ

ークであるＬＧＷＡＮを経由してＬＧＷＡＮアクセス領域にある「各農業委

員会等利用システム」に送られることからコンピュータ処理が必要となる。 
 農地情報公開システムを本格稼働するためには，事前に１回のみ農業委員



会から農地台帳の項目を「各農業委員会等利用システム」にデータ変換及び

移行する必要があることから，全国農業会議所が委託した農地情報公開シス

テム本格稼働加速化推進共同事業体より再委託された事業者によって，デー

タ変換・移行作業を行う。なお，データ交換及び移行にあたり，農業委員会

は，「各農業委員会等利用システム利用規約」に基づき同システムの利用申

請を再委託された事業者に提出する必要がある。 
   「各農業委員会等利用システム」に送付した情報については，情報セキュ

リティ対策を施したシステムによって農業委員会等に関する法律第５１条第

１項に基づき全国農業員会ネットワーク機構（一般社団法人全国農業会議所，

都道府県農業会議）に，農地法施行規則第１０３条第１項に基づき農地中間

管理機構に，提供することになる。 

以上のことから判断すると，コンピュータ処理を行う必要性は認められる。 

 (2) 安全対策について 

実施機関が２説明要旨(4)安全対策ア(ｱ)(ｲ)(ｳ)，イ(ｱ)(ｲ)(ｳ)(ｴ)(ｵ)(ｶ)(ｷ)

   (ｸ)(ｹ)(ｺ)(ｻ)   (ｼ)(ｽ)，ウ及びエにおいて示す安全対策は，次のとおりであ 

  る。 

ア 必要最小限の担当者以外の者がデータにアクセスできないようにする

ための措置 ア(ｱ) 

イ コンピュータウイルスによるデータの破壊を防止するための措置 イ

(ｳ) 

ウ ネットワークからの情報流出を防止するための措置 イ(ｱ) (ｲ) (ｴ) 

(ｵ) (ｶ) (ｷ) (ｸ) (ｹ) (ｺ) (ｻ)    (ｼ) (ｽ)，エ 

エ 日常的な安全対策 ア(ｲ) (ｳ)，ウ 

      以上のことから判断すると，安全対策上の措置が施されていると認めら

れる。 

  以上に述べたところにより，コンピュータ処理を行うことは適当であると認

められる。ただし，農地台帳の作成にあたっては，不必要な個人情報が登録さ

れることのないよう，農業従事者世帯の個人情報に対する自己決定権を尊重す

る取扱いをすることを条件とする。 

               

以 上  


